
・

○ このことから、復旧・復興をより一層加速化させるため、従来の課題に加えて新たな

課題にも全庁一丸となって取り組むことが求められる状況

平成２８年度当初予算案の概要

Ⅰ　予算編成の基本的考え方

○ 平成２８年度は「震災復興計画」の再生期の３年目となり、応急仮設住宅などで不自

由な生活を余儀なくされている多くの方々にも復旧・復興を実感してもらえる成果を

具体的な姿として現すことが必要

具体的には、

・歳出は、一般会計の投資的経費において災害復旧事業が増加した一方、復興関連の

公共事業が減少したことから、４,４９９億円で今年度を下回ったが、震災前に編

成した平成２３年度当初予算の４．５倍であり、過去４番目の規模

・

財源不足対策としては、財政調整基金繰入金を１３８億円計上

○ この結果、平成２８年度一般会計当初予算は１兆３,７４４億円（前年度比▲５１６億

円、▲３．６％）と、当初予算としては平成２４年度を最高に年々減少し、過去５番

目の規模。平成２２年度以降の震災対応予算の累計は５兆３,５２２億円（総会計）

○ このような状況の下、平成２８年度の当初予算では、国の財政支援のみならず県の独

自財源も積極的に活用し、引き続き被災者の生活再建や地域経済の再生など復旧・復

興に最優先で取り組むとともに、地方創生を始めとした県政課題を解決するための施

策を積極的・重点的に予算化

○

・

○

歳入は、好調な企業業績を反映し県税収入の増加を見込む一方、臨時財政対策債を

含めた実質的な普通交付税は減少。なお、臨時財政対策債は４４１億円と前年度よ

り減少したものの、依然として後年度の財政負担が懸念される状態

あわせて、財政の健全性の堅持と迅速かつ創造的な復興に向けた予算の重点的配分を

主眼に策定した、「みやぎ財政運営戦略」に基づく歳入歳出両面にわたる対策を計画

的に実施

震災対応分は、４,８３３億円（一般会計）を計上し、｢震災復興計画」に掲げる主

要政策の推進に必要な額を確保

・

通常分は、引き続き徹底した見直しを行った上で、必要性や優先度が高いと認めら

れる施策、復旧・復興の効果を補完または増進する施策に重点化し、８,９１１億

円（一般会計）を計上

一般会計規模

H25

H24

H23

H22

H21

H20

平成２８年２月
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ⅡⅡⅡⅡ    主な事業主な事業主な事業主な事業    
（単位：千円,［   ］は債務負担行為） 

 

１１１１    迅速な震災復興（再生期）迅速な震災復興（再生期）迅速な震災復興（再生期）迅速な震災復興（再生期）                                                                                                        

    

１１１１    被災者の生活再建と生活環境の確保被災者の生活再建と生活環境の確保被災者の生活再建と生活環境の確保被災者の生活再建と生活環境の確保 

 

（１）被災者の生活環境の確保  

 

    ・被災者住宅確保等支援費（地域整備推進基金） １４４,６７３ （H27:78,000）震災援護室 

応急仮設住宅入居者に対する民間賃貸住宅の情報提供や恒久住宅への転居支援等 

 

・みやぎ県外避難者支援費（地域整備推進基金） ４４,２３２ （H27:50,946）震災復興推進課 

県外避難者のニーズ把握調査や県外避難者支援員の配置など帰郷に向けた支援等 

 

・県外避難者支援拠点設置費（地域整備推進基金） ２４,１１８（H27:26,000）震災復興推進課 

県外避難者が身近なところで生活再建や帰郷に向けた支援が受けられるための窓口設置 

 

・災害公営住宅整備支援費 ３,４５８,６３１［９９５,０００］ 

（H27:29,884,789）復興住宅整備室 

災害公営住宅の整備支援 

 

・県産材利用エコ住宅普及促進費 ３７８,８９８ （H27:327,500）林業振興課 

優良みやぎ材等の県産木材を一定以上使用した新築住宅建築への助成等 

 

・復興活動支援費 ２１０,２２５ （H27:343,029）地域復興支援課 

地域復興支援会議の運営や被災地域における住民主体の復興活動への支援等 

 

・みやぎ地域復興支援費（地域整備推進基金） ３０５,０００（H27:255,000）地域復興支援課 

被災者の生活再建等をきめ細かに支援するＮＰＯ等への助成 

 

・地域コミュニティ再生支援費（地域整備推進基金） ７９,８８６ 

 （H27:100,700）地域復興支援課 

住民主体による地域コミュニティ再生活動への支援等 

 

（２）持続可能な社会と環境保全の実現  

 

（拡充）・水素エネルギー利活用推進費 ４１４,００７ （H27:1,500）再生可能エネルギー室 

東北初の商用水素ステーションの整備への助成及び燃料電池自動車による普及啓発等 
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（新規）・スマートエネルギー住宅普及促進費 ２７８,８００ 再生可能エネルギー室 

住宅用太陽光発電システムやエネファーム、蓄電池設置等への助成 

 

（新規）・松島地域自然景観向上対策費（地域整備推進基金） １００,０００ 森林整備課 

松くい虫被害により枯損した松の伐倒処理 

 

    

２２２２    保健・医療・福祉提供体制の回復保健・医療・福祉提供体制の回復保健・医療・福祉提供体制の回復保健・医療・福祉提供体制の回復 

 

（１）安心できる地域医療の確保  

 

    ・健康支援費 ３３８,５９１ （H27:473,483）健康推進課ほか 

仮設住宅入居者、災害公営住宅入居者の健康調査や健康指導への助成等 

 

・医療施設復興支援費（地域医療再生基金・医療施設耐震化基金） １７,２６３,４３０  

                                      （H27:17,457,108）医療整備課 

気仙沼・石巻・仙台地域の自治体病院再建への助成等 

 

（新規）・ドクターヘリ運航費（地域整備推進基金） ２３５,３８２ 医療整備課 

ドクターヘリ運航経費やランデブーポイント整備への助成等 

 

（拡充）・医学部設置支援費（震災復興基金） ３,００１,０００［１,５００,０００］ 

                                    （H27:1,002,500）医師確保対策室 

一般社団法人東北地域医療支援機構に対する医学生修学資金貸付原資の出資等 

 

（２）未来を担う子どもたちへの支援  

 

・東日本大震災みやぎこども育英基金助成費 ２３６,９００ 

（H27:262,530）子育て支援課、教育庁総務課 

東日本大震災による孤児・遺児への月額金給付及び一時金給付による修学等の支援 

 

（新規）・里親等支援センター費 １５,０００ 子育て支援課 

里親の支援を行う施設運営への助成等 

 

・いじめ・不登校等対策費 ２４４,５０１ 義務教育課ほか 

学校へのいじめ・不登校等に対応するための支援員の配置等 
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（３）だれもが住みよい地域社会の構築  

 

・心のケアセンター運営支援費 ４１６,５００ （H27:416,500）障害福祉課 

被災者の心の問題への対応拠点となる心のケアセンターの運営への助成 

 

・社会福祉施設等復旧支援費 ２,２９３,８２０ 

（H27:1,750,824）長寿社会政策課、子育て支援課、障害福祉課 

老人福祉施設、保育施設、障害福祉施設等の復旧への助成 

 

    

３３３３    「富県宮城の実現」に向けた経済基盤の再構築「富県宮城の実現」に向けた経済基盤の再構築「富県宮城の実現」に向けた経済基盤の再構築「富県宮城の実現」に向けた経済基盤の再構築 

 

（１）ものづくり産業の復興  

 

・中小企業等復旧・復興支援費 ２９,１００,０００ 

（H27:36,200,000）企業復興支援室、商工経営支援課 

中小企業グループ等の復興事業計画に基づく生産施設や商店街施設等の復旧への助成 

 

・中小企業経営安定資金等貸付金（震災対応分） ３９,５５３,０００［８０,０００］ 

（H27:64,777,000）商工経営支援課 

被災中小企業の資金需要に対応した安定的な資金調達を支援 

 

・被災中小企業者対策資金利子補給（震災復興基金） ６０９,０００［９２４,０００］ 

（H27:999,000）商工経営支援課 

被災した中小企業者の県制度融資に伴う利子補給 

 

（２）商業・観光の再生  

 

（新規）・松島水族館跡地利活用推進費（地域整備推進基金） １７,０００ 観光課 

松島水族館跡地利用検討委員会の設置、用地測量等 

 

・インバウンド誘客拡大受入環境整備支援費 ９１,７５０ （H27:65,000）観光課 

外国人観光客誘客拡大に向けた受入環境整備への助成 

 

    ・航空会社と連携した観光キャンペーン推進費（地域整備推進基金） １００,０００ 

                                          観光課 

仙台空港就航先からの観光客誘客に向けた観光キャンペーン 
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（新規）・ハラール対応食普及促進費 ５０,０００ 食産業振興課 

普及啓発と認証取得の支援等 

 

（新規）・空港機能活用国外プロモーション活動推進費 ８０,０００ 空港臨空地域課 

広域的な観光連携とアニメコンテンツを活用した外国人観光客の誘致拡大 

 

（新規）・仙台空港地域連携・活性化推進費（地域整備推進基金） ３０,０００ 空港臨空地域課 

民営化を契機とした仙台空港と周辺地域の連携・活性化の推進 

 

（３）雇用の維持・確保  

 

    ・緊急雇用創出事業臨時特例基金事業費 ９,２０６,１０７［２,９７９,０００］ 

（H27:25,032,414）雇用対策課ほか 

被災求職者の一時的雇用や被災地での安定的雇用の創出等 

 

    ・沿岸地域就職サポートセンター運営費（地域整備推進基金） １１７,８００ 

                                  （H27:100,000）雇用対策課 

沿岸地域の被災求職者等へ対応する就職サポートセンターの設置・運営等 

 

    

４４４４    農林水産業の早期復興農林水産業の早期復興農林水産業の早期復興農林水産業の早期復興 

 

（１）魅力ある農業・農村の再興  

 

・農地等災害復旧費 ５,９３３,８０８［３５５,０００］（H27:12,617,130）農村整備課ほか 

農地及び農業用施設の復旧工事等 

 

・農山漁村地域復興基盤総合整備費 １８,００６,０７７［３５０,０００］ 

（H27:28,163,759）農村整備課 

津波被害農地のほ場整備等 

 

・農村地域復興再生基盤総合整備費 １２,９７１,７７６［２,５０１,０００］ 

（H27:6,558,983）農村整備課 

用排水施設への遠隔監視システムの導入等 

 

（２）活力ある林業の再生  

 

・木質バイオマス広域利用モデル形成費 ４０,０００ （H27:40,000）林業振興課 

木質バイオマスの搬出支援や木質燃料利用施設整備への助成等 
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・治山施設災害復旧費 ６９５,４３４ （H27:7,082,121）森林整備課 

治山施設の復旧工事等 

 

（新規）・三陸リアスの森保全対策費（地域整備推進基金） ２５０,０００ 森林整備課 

海岸保安林荒廃箇所における林地の復旧と保全等 

 

（３）新たな水産業の創造  

 

・水産物加工流通施設復旧支援費 ４,０１６,２００ （H27:3,651,996）水産業振興課 

水産物加工流通共同利用施設等の整備への助成 

 

（拡充）・水産加工業人材確保支援費（震災復興基金） ３２２,０００ （H27:222,000）水産業振興課 

遠隔地からの送迎車両の運行と従業員宿舎の整備に対する支援 

 

・水産基盤整備災害復旧費 ２３,３２０,１９５［１０,８００,０００］ 

（H27:34,429,391）水産業基盤整備課 

県営漁港施設の復旧工事等 

 

・水産業共同利用施設復旧支援費 ８０６,７６７ （H27:661,458）水産業基盤整備課 

養殖施設等の共同利用施設の再開に向けた施設整備等への助成 

 

（新規）・水産加工業ビジネス復興支援費（震災復興基金） ５３,０００ 富県宮城推進室 

伴走型支援組織設置による水産加工業の復興支援等 

 

（新規）・養殖経営体育成支援費（地域整備推進基金） １５,４００ 水産業基盤整備課 

未利用資源活用と漁業認証取得の支援等 

 

（４）一次産業を牽引する食産業の振興  

 

・県産品風評対策強化費（地域整備推進基金）１７９,０００ （H27:329,000）食産業振興課 

県産農林水産物の安全性と消費拡大のための情報発信等 

 

・食の安全確保対策費 ３４８,２９５ （H27:354,358）畜産課ほか 

肉用牛全頭を始め、農林水産物や粗飼料等の放射性物質検査を実施し、食の安全を確保 
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５５５５    公共土木施設の早期復旧公共土木施設の早期復旧公共土木施設の早期復旧公共土木施設の早期復旧 

 

（１）道路、港湾、空港などの交通基盤の確保・整備促進  

 

・高規格幹線道路整備費 ８,６８３,５９０ （H27:12,017,433）道路課 

三陸縦貫自動車道等の整備推進 

 

・みやぎ県北高速幹線道路整備費 ３,２９６,０００［１１,８８９,０００］ 

（H27:3,543,200）道路課 

県北高速幹線道路の整備推進 

 

・復興関連道路整備費 ２８,３２７,５００［１０,０７９,０００］（H27:34,674,445）道路課 

大島架橋及び市街地相互の接続道路の整備推進 

 

・仙台東部地区道路ネットワーク検討調査費 １８,０００ （H27:20,000）道路課 

沿岸部の高規格道路と仙台都心間の円滑なアクセス策の検討 

 

・港湾施設等災害復旧費 １４,９１２,２８５［４,８４０,０００］（H27:13,622,241）港湾課 

港湾施設の復旧工事等 

 

（新規）・仙石東北ライン女川延伸支援費（地域整備推進基金） ２０,０００ 総合交通対策課 

仙石東北ラインの一部列車の女川駅までの運行延伸への助成 

 

（２）海岸、河川などの県土保全  

 

・海岸保全復興費 １,２３５,０００ （H27:998,100）河川課 

海岸堤防や津波避難表示板等の整備 

 

・河川等災害復旧費 １３１,８４０,０００［４６,６１５,０００］ 

                            （H27:78,591,000）防災砂防課 

公共土木施設の復旧工事等 

 

（３）上下水道などのライフラインの整備  

 

（拡充）・広域水道送水管連絡管整備費（企業会計） １,９６２,５２２（H27:876,656）水道経営管理室 

仙南・仙塩広域水道事業の高区・低区送水管連絡管設置工事等 
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（４）沿岸市町をはじめとするまちの再構築  

 

・復興関連街路整備費 ７,３５２,７００［１,１００,０００］（H27:11,772,200）都市計画課 

門脇流留線等の市街地相互の接続道路の整備推進 

    

    

６６６６    安心して学べる教育環境の確保安心して学べる教育環境の確保安心して学べる教育環境の確保安心して学べる教育環境の確保 

 

（１）安全・安心な学校教育の確保  

 

・教育施設等災害復旧費 ５,６５１,６１３［７,２００,０００］ 

（H27:4,006,151）施設整備課 

気仙沼向洋高校、農業高校の復旧工事等 

 

・被災児童生徒等就学支援費 ４,５６９,２９７ （H27:5,517,453）義務教育課、高校教育課ほか 

被災児童生徒や保護者等への支援 

 

・緊急スクールカウンセラー等派遣費 １,３９８,１７２ 

（H27:1,369,444）義務教育課、高校教育課ほか 

公立学校等のスクールカウンセラー派遣 

 

（新規）・みやぎ子どもの心のケアハウス運営支援費 １０３,０００ 義務教育課 

被災等により心の問題を抱える児童生徒への支援 

 

（２）家庭・地域の教育力の再構築  

 

・小中学校学力向上推進費 ２７０,７３８ （H27:340,355）義務教育課 

被災児童生徒に対する放課後及び週末等の学習支援 

 

（３）生涯学習・文化・スポーツ活動の充実  

 

（新規）・文化芸術による心の復興支援費 ５０,０００ 消費生活・文化課 

文化的活動により心のケアや生きがいづくりを行う団体への助成等 
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７７７７    防災機能・治安体制の回復防災機能・治安体制の回復防災機能・治安体制の回復防災機能・治安体制の回復 

 

（１）防災機能の再構築  

 

・防災ヘリコプター活動拠点復旧費 ２,５７２,８９９ 消防課 

岩沼市下野郷中坪地区への移転復旧 

 

・広域防災拠点整備費（地域整備推進基金） ３,２７３,６００（H27:5,092,000）都市計画課 

宮城野原地区における広域防災拠点整備のための調査・用地取得等 

 

（新規）・圏域防災拠点資機材等整備費（地域整備推進基金） １２２,８７１ 危機対策課 

圏域防災拠点における活動用資機材の整備 

 

（２）大津波等への備え  

 

（新規）・東日本大震災記憶伝承・検証調査費（地域整備推進基金） ５０,０００ 震災復興推進課 

復旧・復興の取組の課題整理と検証方法等の検討、記録誌の作成等 

 

    ・みやぎの農業・農村復旧復興情報発信費（地域整備推進基金） ６,８２０ 農村振興課 

農地・農業用施設等の復旧復興記録誌の作成等 

 

（新規）・土木施設復旧復興情報発信費（地域整備推進基金） １５,０００ 土木総務課 

道路、河川、防潮堤等公共インフラの復旧復興記録誌の作成等 

 

（３）自助・共助による市民レベルの防災体制の強化  

 

・防災指導員養成費 １６,７９６ （H27:12,683）危機対策課 

地域住民や企業を対象にした防災指導員養成講習等 

 

（４）安全・安心な地域社会の構築  

 

・警察施設機能強化費 ２２８,８０３ （H27:2,703,827）警察本部 

気仙沼警察署、被災交番等警察施設の復旧等 

 

 

２２２２    産業経済の安定的な成長産業経済の安定的な成長産業経済の安定的な成長産業経済の安定的な成長                                                                                                                

    

（新規）・デジタルエンジニアリング高度化支援費 １３,７６０ 新産業振興課 

デジタルエンジニアの育成による県内企業の競争力強化 
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・企業立地促進奨励金 ２,８１０,０００ （H27:1,810,000）産業立地推進課ほか 

県内に工場等を新設または増設した企業への奨励金等 

 

（新規）・農林水産業担い手対策費 ６０９,３７１ 農業振興課、林業振興課、水産業振興課 

農林水産業の総合的な新規就業者等担い手確保対策 

 

・畜産・酪農収益力強化整備等特別対策費 ５９１,２１５ 畜産課 

収益力向上に向けた家畜飼養管理施設等の整備・導入への助成 

 

（新規）・産地パワーアップ推進費 １,４５０,３００ 農産園芸環境課 

収益力向上に向けた育苗施設等の整備・導入への助成 

 

・肉用牛イメージアップ推進費（地域整備推進基金） ３５,０００ （H27:24,600）畜産課 

県産牛肉の信頼回復と消費拡大のための情報発信 

 

（新規）・合板・製材生産性強化対策費 ２,２２７,８０２ 林業振興課 

原木の供給から流通・加工までの一体的な取組への助成 

 

（新規）・次世代木材生産・供給システム構築費 ３３５,０００ 森林整備課 

原木の需給ギャップの解消に向けた取組への助成 

 

・農地中間管理事業費 ２３６,５４４［５０,０００］ （H27:220,865）農業振興課 

農地中間管理機構を活用した担い手への農地利用の集積等 

 

（新規）・小規模事業者伴走型支援体制強化費 ２０,０００ 商工経営支援課 

小規模事業者の経営計画作成等の支援を行う商工会等への助成 

 

・中小企業経営安定資金等貸付金 ６５,７０６,０００［３３３,０００］ 

（H27:64,624,000）商工経営支援課 

中小企業等の資金需要に対応した安定的な資金調達を支援 

 

（新規）・新事業可能性調査費（企業会計） １５,０００ 公営事業課 

新分野事業の可能性調査 

 

    

３３３３    安心して暮らせる宮城安心して暮らせる宮城安心して暮らせる宮城安心して暮らせる宮城                                                                                                                    

    

（新規）・結婚支援費 １４,２００ 子育て支援課 

結婚を希望する方への相談対応や結婚に関する意識醸成等 
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    ・施設型給付費負担金 ４,１７６,０００ （H27:3,917,000）子育て支援課 

認定こども園、幼稚園、保育所への運営費負担 

 

    ・地域子ども・子育て支援費 １,８４３,０００ （H27:1,400,000）子育て支援課 

放課後児童クラブ整備等の地域子ども・子育て支援への助成 

 

・県立学校施設整備費 ７,６３５,９６６［４,７７５,０００］（H27:7,562,685）施設整備課 

校舎改築（名取高校、石巻北高校）等 

 

・特別支援学校狭隘化対策費 ７１,４３９ （H27:40,511）特別支援教育室 

特別支援学校の分教室設置のための改修等 

 

・私立学校助成費 １１,９７９,８２２ （H27:11,791,366）私学文書課 

私立学校に対する運営費助成や保護者の負担軽減を図る授業料軽減補助等の実施 

 

・高等学校等修学支援費 ６８０,８７６ （H27:551,440）高校教育課 

国公立の高等学校等における低所得世帯に対する奨学のための給付金の助成 

 

・公立高等学校就学支援費 ４,５０２,０５７ （H27:2,961,806）高校教育課 

授業料負担軽減のための就学支援金の助成 

 

（新規）・子どもの貧困対策費 １６,０００ 社会福祉課、子育て支援課 

支援ネットワークを形成への助成、フードバンク実態把握、子ども食堂実施検討等 

 

（拡充）・地域医療介護総合確保基金事業費 ５,１１８,６３４ （H27:961,170）医療整備課ほか 

医療と介護の総合的な確保に向けた拠点整備や人材確保等 

 

（新規）・国民健康保険都道府県単位化推進費 ６８８,５０４ 国保医療課 

市町村との共同による国保運営開始に向けた準備 

 

（新規）・地域生活支援拠点等整備推進費 ５４７,７５０ 障害福祉課 

障害児・者の地域生活支援に向けた施設整備等への助成 

 

（新規）・オリンピック・パラリンピック強化支援対策費 １５,０００ スポーツ健康課 

東京オリンピック・パラリンピック出場が期待される選手への支援 

 

（新規）・三本木用地パークゴルフ場整備費 ２００,０００ 都市計画課 

パークゴルフ場整備の測量、設計及び造成工事への助成 
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・（仮称）若林警察署建設費 ４６,７０８ （H27:35,756）警察本部 

（仮称）若林警察署建設に係る基本・実施設計等 

 

・交番相談員等設置費 １２３,２０８ （H27:95,382）警察本部 

交番相談員、警察安全相談員の配置 

 

・社会保障・税番号制度対応システム推進費 ２６７,９７７ （H27:354,897）情報政策課ほか 

制度導入に伴うシステム改修等 

 

 

４４４４    美しく安全な県土の形成美しく安全な県土の形成美しく安全な県土の形成美しく安全な県土の形成                                                                                                                

    

（新規）・災害に強い川づくり緊急対策費 ２,７３５,６７１ 河川課、防災砂防課 

河川の再度災害防止と警戒避難体制の強化推進等 

 

（拡充）・砂防・急傾斜基礎調査費 ６３５,４００ （H27:158,600）防災砂防課 

土砂災害警戒区域等の指定のための基礎調査 

 

（新規）・災害復旧費（関東・東北豪雨分） ３,８４３,４０７ 防災砂防課ほか 

公共土木施設及び農地・農業用施設等の復旧工事等 

 

・火山防災対策費 ２８,８７９ （H27:16,710）危機対策課、防災砂防課 

蔵王山、栗駒山の火山防災対策等 

 

・公共施設等長寿命化対策費 １９,１４６,１９９ 

 （H27:11,776,532）管財課、道路課、スポーツ健康課ほか 

公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進 

 

 

５５５５    その他その他その他その他                                                                                                                                                

 

・市町村振興総合支援費 ６８１,８００ （H27:681,800）地域復興支援課 

選択裁量型の市町村振興総合補助金による個性的で独自性のあるまちづくり支援 

 

・公立大学法人宮城大学運営費交付金 ２,２４２,９７２ （H27:2,305,510）私学文書課 

宮城大学に人件費や運営経費等、業務運営に必要な経費の助成 
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【一般会計】

【特別会計】

【準公営企業会計】

【企業会計】

うち 通　常　分

83.0

87.4

86.6

94.7

47,458

85.9

150.4

92.9うち 通　常　分 30,436 28,288 ▲ 2,148

※四捨五入のため積み上げと計の一致しない箇所がある

うち 震災対応分 583,658

17,697 ▲ 2,912

特 別 会 計 307,344 268,982

うち 震災対応分

▲ 38,361

▲ 38,539

▲ 102

268,454
準 公営企業 会計 20,609

対前年度比較
(B/A)×100

96.4

区　　分
平成２７年度

A
平成２８年度

B

うち 震災対応分 351 529 177

増減額
B-A

105.6

87.5

843,616 891,074うち 通　常　分

Ⅲ　平成２８年度当初予算案の規模

一般会計の規模は １兆３，７４４億円（対前年度比　▲３.６％）

震災対応分　 ４,８３３億円（対前年度比　▲１７.０％）

通常分　　　 ８,９１１億円（対前年度比　＋５.６％）

　震災対応分は対前年度比で９９０億円の減。震災対応分の中小企業経営安定資金等貸付金や、投
資的経費のうち、漁港施設機能強化事業費や道路橋りょう事業費、街路事業費などの復興関連事業
費が減少したことなどによる。
　通常分は、経常的行政経費等及び公共事業でキャップ・シーリングを設定し、既存事業の見直し
を行った一方で、県税の収入増に伴い県税交付金等が増加したほか、人件費が増加。また、公共施
設の維持補修費などを増額計上するなどした結果、対前年度比で４７５億円増加。

　震災対応分は水道用水供給事業及び工業用水道事業とも微減。通常分は地域整備事業における固
定資産購入費の減などにより２１億円の減。

震災対応分　 ４,８４６億円（対前年度比　▲１７.０％）

　震災対応分は２億円の増。公債費特別会計において元利償還金が増加したことなどによる。通常
分は３８５億円の減。公債費特別会計において県債の借換が減少したことなどによる。

　震災対応分は港湾整備事業会計の災害復旧費の減などにより１億円の減。通常分も港湾整備事業
会計で元利償還金が減となったことなどにより２８億円の減。

総会計では １兆６,８９４億円（対前年度比　▲５.３％）

（単位：百万円，％）

通常分　 １兆２,０４９億円（対前年度比　＋０.３％）

306,992

38.3

85.8

92.5

▲ 138223

28,373 ▲ 2,286

761 659

うち 震災対応分 582,322 483,286 ▲ 99,036 83.0

一 般 会 計 1,425,938 1,374,361 ▲ 51,577

うち 震災対応分

計 （ 総 会 計 ） 1,784,549 1,689,413 ▲ 95,136

86

うち 通　常　分 19,848 17,038 ▲ 2,810
公 営 企 業 会 計 30,659

▲ 99,098

100.3うち 通　常　分 1,200,891 1,204,854 3,963

484,560
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※Ｈ２２年度からＨ２６年度は最終現計予算額、Ｈ２７年度は１１月補正（第３号）後現計予算額

※四捨五入のため積み上げと計の一致しない箇所がある

※震災分を除く通常分

増減率

・

・

・

・

・

Ｈ２７

14,259

▲ 2.2

8,436

4.04.0

Ⅳ　歳入の状況（一般会計）

個人県民税は、給与所得等の伸びが見込まれることなどから、対前年度比１.５％の増

軽油引取税は、景気回復と原油価格の下落により貨物輸送等の増加が見込まれることから、対前年度
比３.９％の増

0.3

県税収入は ３，０６２億円（対前年度比　＋７.６％）

7,774

▲7.5

53,522

合計

7,985

法人県民税・法人事業税の法人二税は、全国的な景気の回復基調や、税制改正の影響により、対前年
度比１４.８％の増

みやぎ発展税（法人事業税の超過課税）は４３億８千万円で対前年度比２.１％の減､みやぎ環境税
（個人県民税及び法人県民税の超過課税）は１６億７千万円で対前年度比０.６％の増

区　　分
平成２７年度

A
平成２８年度

B

13,744

●震災対応予算の編成状況（一般会計及び総会計）

8,149 8,363 8,396 16,823

Ｈ２０ Ｈ２１

区分

Ｈ２６ Ｈ２８

＜参考＞ 

総会計

一般会計

Ｈ２２

16,114

Ｈ２４

10,797

11,387

▲ 3.6

Ｈ２３ Ｈ２４

15,213

4,833

4,846

51,903

8,400 14,5807,841

Ｈ２２

100.3

Ｈ２５

▲ 0.5 ▲ 2.0 ▲ 1.8 0.0

Ｈ１８ Ｈ１９

8,911

6.7 0.4 ▲ 9.6 ▲ 4.2

（単位：百万円，％）

7,798 8,112

5.6

１　県税

増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

主な増減理由

個人県民税 75,326 76,493 1,167 101.5 個人所得増

地方消費税 57,118 66,253 9,135

114.8 企業収益増法 人 二 税 71,602 82,165 10,563

116.0 消費回復

計 284,600 306,200 21,600

103.9 景気回復軽油引取税 27,909 28,985 1,076
その他の税 52,645 52,304 ▲ 341 99.4

107.6

規模

区分

（単位：億円）

●一般会計当初予算規模の推移
（単位：億円，％）

増減率

Ｈ２８

地方消費税は、緩やかな消費の回復が続くと見込まれることから、対前年度比１６.０％の増

Ｈ２６

5,907

5,924

Ｈ２３

15,432

Ｈ２５

8,189

8,449

Ｈ２７

6,488

6,502

256

301
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平成２８年度
B

増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

２　地方譲与税

地方譲与税は ３６３億円（対前年度比　▲８.４％）

（単位：百万円，％）

区　　　分
平成２７年度

A

そ の 他 の 譲 与 税 2,415 2,401 ▲ 14

地方法人特別譲与税 37,220 33,895 ▲ 3,325 91.1

36,296 ▲ 3,339

99.4

91.6計 39,635

３　地方交付税

地方交付税は ２，４４３億円（対前年度比　▲６.０％）

101.7

特別交付税のうち震災対応分は、東日本大震災に係る災害復旧費が増となった一方、復興関連事業費
の減に伴い、対前年度比１６.０％の減

（単位：百万円，％）

区　　　分
平成２７年度

A

普通交付税は、対前年度比１.７％の増

県税収入の増などの影響により、普通交付税の振り替わりである臨時財政対策債を合算した実質的な
普通交付税の額は、対前年度比３.６％の減

普 通 交 付 税 145,300 147,700 2,400

平成２８年度
B

増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

うち 通　常　分 2,100 2,000 ▲ 100

84.2

うち 震災対応分 112,600 94,600 ▲ 18,000 84.0

特 別 交 付 税 114,700 96,600 ▲ 18,100

95.2

うち 通　常　分 147,400 149,700 2,300 101.6

地 方 交 付 税 計 260,000 94.0

84.0うち 震災対応分 112,600 94,600 ▲ 18,000

244,300 ▲ 15,700

実質的な普通交付税
（普通交付税＋臨財債） 198,900 191,800 ▲ 7,100

区　　　分
平成２７年度

A
平成２８年度

B
増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

普 通 交 付 税 145,300 147,700 2,400 101.7

96.4

臨 時 財 政 対 策 債 53,600 44,100 ▲ 9,500 82.3

地方法人特別譲与税は、制度改正の影響により、対前年度比８.９％の減
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臨時財政対策債は、対前年度比１７.７％減の４４１億円

４　県債

県債は ９１６億円（対前年度比　▲７．１％）

主に投資的経費に充当する建設地方債等のうち、通常債は、緊急防災・減災事業などの増により、対
前年度比１９.８％の増

44,100

区　　　分
平成２７年度

A
平成２８年度

B
増減額
B-A

建設地方債等のうち、通常の充当率を上回る部分などに充当する行政改革推進債は、充当対象事業の
増により、対前年度比１２.６％の増

復旧・復興事業費の一部自治体負担の導入に伴い充当が可能となる復興資金手当債は皆増となる１７
億円

（単位：百万円，％）

▲ 7,200

対前年度比較
(B/A)×100

通 常 債 33,155 39,730 6,575 119.8

82.3臨 時 財 政 対 策 債 53,600

皆増

▲ 9,500

皆減
建 設 地 方 債 等 37,856 47,515 9,659

退 職 手 当 債 7,200 0

▲ 7,041

125.5

92.9

※四捨五入のため積み上げと計の一致しない箇所がある

国庫支出金は、東日本大震災災害復旧費の増に伴い、河川等の災害復旧費国庫負担金が増加したこと
などにより、対前年度比５.９％の増

171.5

復 興 資 金 手 当 債 0 1,727 1,727

災 害 復 旧 債 1,299 2,228 929

繰入金は、緊急雇用基金(緊急雇用創出事業臨時特例基金)からの繰入が減となったことなどにより、
対前年度比２４.０％の減。基金別の主な繰入額は、東日本大震災復興交付金基金３３７億円、地域医
療再生基金１８３億円、緊急雇用基金９２億円、地域整備推進基金８１億円等

５　その他の歳入

諸収入は、災害公営住宅建設事業に係る受託収入の減少などにより、対前年度比２５．２％の減

計 98,656 91,615

うち 震災対応分 242,119 252,743 10,624 104.4

区　　分
平成２７年度

A
平成２８年度

B
増減額
B-A

財源不足を補うための財源対策分の繰入金は、財政調整基金から１３８億円。これにより平成２８年
度末の財政調整関係基金残高は、財政調整基金８８億円、県債管理基金（一般分）１９８億円の計
２８６億円となり、平成２６年度末残高から２１１億円減少（※平成２７年度２月補正予算(４号)見込額反映後)

国 庫 支 出 金 320,571 339,369 18,798 105.9

対前年度比較
(B/A)×100

（単位：百万円，％）

うち 通　常　分 78,452 86,626 8,174
諸 収 入 178,793 133,752 ▲ 45,041

110.4

うち 通　常　分 81,981 88,479 6,498

74.8
うち 震災対応分 96,812 45,274 ▲ 51,538 46.8

うち 震災対応分 119,489 75,684 ▲ 43,805

107.9
繰 入 金 146,176 111,028 ▲ 35,148 76.0

うち 財源対策分 10,700 13,800 3,100

63.3
うち 通　常　分 15,986 35,344 19,358 221.1

129.0

行 政 改 革 推 進 債 3,402 3,830 428 112.6
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（単位：百万円，％）

義 務 的 経 費 410,852 416,885 6,033 101.5

Ⅴ　歳出の状況（一般会計）

区　　分
平成２７年度

A
平成２８年度

B
増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

人 件 費 260,492 264,172 3,680 101.4

40,754 1,576

111,959 777

104.0扶 助 費 39,178

公 債 費 111,182 100.7

投 資 的 経 費 466,156 449,912 ▲ 16,244

370,629 222

96.5

100.1補 助 事 業 370,407

81.1

単 独 事 業 67,359

国 直 轄 事 業 28,390

56,258 ▲ 11,101 83.5

23,025 ▲ 5,365

一 般 行 政 経 費 437,432 384,490 ▲ 52,942

110.4

87.9

県 税 交 付 金 等 111,498 123,074 11,576

合　　計 1,425,938 1,374,361 ▲ 51,577 96.4

※補助事業及び単独事業には受託事業を含む。また、四捨五入のため積み上げと計の一致しない箇所がある

単独事業は、対前年度比１６.５％の減。公共事業は道路橋りょう事業費の増などにより対前年度比
４０億円増の１２２億円。災害復旧事業は石巻、気仙沼の合同庁舎災害復旧費の増などに伴い対前年
度比５億円増の６６億円。公共事業及び災害復旧事業以外のその他分は、災害公営住宅整備支援事業
（受託）が減となることなどにより、対前年度比１５６億円減の３７５億円

国直轄事業は、事業量の減や国の手厚い財政支援措置による地方負担の軽減等を見込み、全体では対
前年度比１８.９％の減

１　義務的経費

義務的経費は ４，１６９億円（対前年度比　＋１.５％）

歳出全体に占める構成比は３０.３％

扶助費は、高等学校等修学支援費や施設型給付費負担金の自然増などにより、対前年度比４.０％の増

２　投資的経費

人件費は、平成２７年度県人事委員会勧告に基づく勤勉手当の支給割合引上げ等などにより、対前年
度比１.４％の増

公債費は、県債元金償還金が増加する一方、利子支払費の減により、対前年度比０.７％の増

投資的経費は ４，４９９億円（対前年度比　▲３.５％）

対前年度比で１６２億円減少したものの、震災前に編成した平成２３年度当初予算（１,００１億円）
との比較では４.５倍と依然として高水準の額を計上。なお、歳出全体に占める構成比は前年度と変わ
らず３２.７％

補助事業は、対前年度比０.１％の増。公共事業は漁港や道路橋りょう、都市計画などの復興関連事業
費の減少により、２９５億円減の１,３４０億円。災害復旧事業は河川等災害復旧費の増などにより、
対前年度比３５５億円増の１,９６７億円。公共事業及び災害復旧事業以外のその他分は、地域環境保
全特別基金事業費の減などにより、対前年度比５８億円減の３９９億円
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370,629

【補助事業・単独事業の内訳】 （単位：百万円，％）

222 100.1

区　　分
平成２７年度

A
平成２８年度

B
増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

補 助 事 業 370,407

82.0公 共 事 業 163,519 134,037 ▲ 29,482
災 害 復 旧 事 業 161,200 196,721 35,521 122.0

87.3その他（国基金事業を含む） 45,688 39,872 ▲ 5,816
単 独 事 業 67,359 56,258 ▲ 11,101 83.5

148.8公 共 事 業 8,174 12,161 3,987
災 害 復 旧 事 業 6,051 6,573 522 108.6

70.6そ の 他 53,134 37,524 ▲ 15,610
合　　　　　計 437,766 426,887 ▲ 10,879 97.5

85.2公 共 事 業 171,693 146,198 ▲ 25,495
災 害 復 旧 事 業 167,251 203,293 36,042 121.5

78.3そ の 他 98,822 77,395 ▲ 21,427
※受託事業を含む。また、四捨五入のため積み上げと計の一致しない箇所がある

【国直轄事業の内訳】 （単位：百万円，％）

区　　分
平成２７年度

A
平成２８年度

B
増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

83.8国 土 交 通 省 所 管 分 22,986 19,255 ▲ 3,731
農 林 水 産 省 所 管 分 5,404 3,770 ▲ 1,634 69.8

73.3うち土地改良償還負担金 3,628 2,659 ▲ 969
合　　　　　計 28,390 23,025 ▲ 5,365 81.1

震災対応分は、中小企業経営安定資金等貸付金や中小企業等復旧・復興事業費補助金、緊急雇用創出
事業費が減少したことなどにより、対前年度比３５.６％減の１,２０４億円

土地改良償還負担金除きの実質 24,763 20,366 ▲ 4,397 82.2
※災害復旧事業を含む。また、四捨五入のため積み上げと計の一致しない箇所がある

３　一般行政経費

一般行政経費は ３，８４５億円（対前年度比 ▲１２.１％）

通常分は、公共施設の維持補修費などを増額計上するなどしたことから、対前年度比５.４％増の
２,６４１億円
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（単位：億円）

・

【平成２８年度単年度の対策効果】 （単位：億円）

【前年度からの継続効果】 （単位：億円）

計 53

安定した歳入基盤の確立 1
広告掲載収入とネーミングライツ売却収入の一層の充実１
億円

事務・事業の無駄の排除と徹底し
た効率化

52
復興のための人的資源の確保と人件費総額の抑制４６億円
予算削減率設定等の継続６億円

事務・事業の無駄の排除と徹底し
た効率化

23
復興のための人的資源の確保と人件費総額の抑制３億円
予算削減率設定等の継続２０億円

計 83

取　　組 効果額 主　　な　　内　　容

県有資産の活用 18
未利用地等の売却・貸付け８億円
特別会計等の資金活用１０億円

特例的な県債の活用 38 行政改革推進債の活用３８億円

上記の対策を講じてもなお生じる財源不足１３８億円については、財政調整基金の取崩しで対応

取　　組 効果額 主　　な　　内　　容

安定した歳入基盤の確立 4 県税収入等の未収金の縮減４億円

計 136

特例的な県債の活用 38 行政改革推進債の活用３８億円

事務・事業の無駄の排除と徹底し
た効率化 75 復興のための人的資源の確保と人件費総額の抑制４９億円

予算削減率設定等の継続２６億円

安定した歳入基盤の確立 5 県税収入等の未収金の縮減４億円
広告掲載収入とネーミングライツ売却収入の一層の充実１億円

県有資産の活用 18 未利用地等の売却・貸付け８億円
特別会計等の資金活用１０億円

Ⅵ　財源確保対策

財源不足を解消するため、みやぎ財政運営戦略（平成２６年２月策定。対象年度：平成２６年度～平成
２９年度）に基づき、歳入歳出両面にわたる取組を着実に実施

平成２８年度は、必要性や優先度が高い事業に重点化し、通常の事務事業の徹底的な見直しを継続する
など、更なる財源確保対策を実施した結果、戦略策定時の見込を上回る効果額を確保

【平成２８年度財源確保対策】

取　　組 効果額 主　　な　　内　　容
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